
は じ め に

出生時体重は遺伝要因，環境要因などによっ

て影響を受け ，身体発育，精神能力など個体

の成熟度を示す うえ，乳児死亡率，周産期死亡

率，自然死産率，妊産婦死亡率などと関連要因

に共通点がある とともに，これらより小地域

でも使える などのため，母子保健指標としてし

ばしば用いられる。ところが，わが国の乳児死

亡率，周産期死亡率，自然死産率，妊産婦死亡

率が最近下降ないし横ばい傾向 なのに対し，低

体重児割合は昭和52～53年以降上昇傾向にあ

る 。このことは，昭和52～53年以降，低体重

児割合に関係する要因が他の指標とは異なり，

今後は低体重児割合のみでは母子保健水準を評

価できないことを意味している。

ところで，低体重児あるいは出生時体重に関

係する要因については多くの報告 がある

が，これらの要因すべてが最近のわが国の低体

重児割合の上昇に関与しているとは限らず，ま

たその関与の割合が同じとも限らない。ところ

が，最近のわが国の低体重児の推移についての

報告は小松ら ，上田ら ，中村ら を除くと

ほとんどなく，また寄与率についての報告は小

松ら のみである。そこで，筆者らは最近におけ

るわが国の低体重児割合の上昇の原因を明らか

にする一環として，人口動態統計をもとに，低

体重児割合と死産率，複産，妊娠期間，出生順

位，母の年齢，非嫡出との関係を時系列データ相

互の相関，これらの変化および寄与率で調べた。

資料と方法

(１) 資料

昭和55年から平成12年の低体重児割合（2,500

ｇ未満の出生が全出生に占める割合），死産率，

複産割合，妊娠満37週以後出生割合，第１子出

生割合，母の平均年齢，非嫡出割合は当該年の
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人口動態統計上巻と中巻によった。

また，昭和55年と平成12年の体重別

出生数，妊娠期間・体重別出生数と

死産数，単産・複産別出生数と低体

重児数，出生順位別出生数と低体重

児数，母の年齢・体重別出生数，嫡

出・非嫡出別出生数と低体重児数は

両年の人口動態統計中巻によった。

(２) 時系列データ相互の相関係数

昭和55年から平成12年までの年次

別低体重児割合と年次別死産率など６項目との

時系列データ相互の相関係数はPearsonの方法で

計算した。

(３) 寄与率の計算方法

低体重児割合の上昇に対する死産の寄与率

（A1）は，昭和55年と同じ水準の死産率（M ）

を仮定したときの平成12年の期待死産数（E ）

を算出し，これから平成12年の実際の死産数

（D ）を減じ，これに昭和55年の低死産体重児

割合（体重2,500ｇ未満の死産が全死産に占める

割合，S ）を乗じたものを，平成12年の出生数

（L ）で除して過剰の低体重児割合を計算し，

これを平成12年の低体重児割合（W ）と昭和55

年のそれ（W ）との差で除して計算した（次

式）。

A1＝(E －D ）×S /Ｌ /（W －W ）

E ＝M ×DB /1,000

DB ：平成12年の出産数

複産の寄与率は，平成12年の複産由来の低体

重児数が全出生数に占める割合と昭和55年のそ

れとの差を同期間の低体重児割合の差で除して

計算した。妊娠期間，出生順位，母の年齢の寄

与率（A2）は，年齢調整死亡率（直接法）の計

算方法にならって，昭和55年の妊娠期間（また

は出生順位，母の年齢）別低体重児割合｛R ⒤｝

と平成12年の妊娠期間（または出生順位，母の

年齢：ｉ）別出生数｛N ⒤｝から，昭和55年の

調整低体重児割合（CW ）を計算し，これと昭

和55年の低体重児割合との差を同期間の低体重

児割合の差で除して計算した（次式）。

A2＝（CW －W ）/（W －W ）

CW ＝ΣR ⒤×N ⒤/L

非嫡出の寄与率は，平成12年の非嫡出由来の

低体重児数が全出生数に占める割合と昭和55年

のそれとの差を同期間の低体重児割合の差で除

して計算した。

結 果

(１) 年次・妊娠期間・体重別出生数と死産数

出生数は昭和55年より平成12年が少なかった

が，低体重児割合はこの期間に3.47ポイント上

昇していた。死産数は昭和55年より平成12年が

少なく，死産率も昭和55年より平成12年が15.5

ポイント低かったが，低死産体重児割合はこの

期間に4.38ポイント上昇していた（表１）。年次

別低体重児割合と死産率の時系列データ相互の

相関係数も負（r＝－0.97，p＜0.001）で，低体

重児に死産の関与を示唆する結果であった。

一方，寄与率は計算方法の項に記載した方法

によって求めた。すなわち，平成12年の死産推

定数（57,523）と実際の数（38,393）の差（19,130）

に昭和55年の低死産体重児割合を乗じた値

（17,844）を平成12年の出生数（1,190,034）で

除すると1.50％となった。これを平成12年の低

体重児割合と昭和55年のそれとの差3.47（不詳

は除く。全数では3.46）で除すと，寄与率は43.2

％となった。

表１ 年次・妊娠期間・体重別出生数と死産数

昭和55年 平成12年

総数
妊娠満22
週未満

妊娠満22
週以後

総数
妊娠満22
週未満

妊娠満22
週以後

出産数 1653908 51211 16026971228432 33036 1195396
低出産体重児数 153902 51211 102691 140383 33036 107347
割合(％) 9.31 100 6.41 11.43 100 8.98

出生数 1576462 33 15764291190039 5 1190034
低体重児数 81659 33 81626 102888 5 102883
割合(％) 5.18 100 5.18 8.65 100 8.65

死産数 77446 51178 26268 38393 33031 5362
低死産体重児数 72243 51178 21065 37495 33031 4464
割合(％) 93.28 100 80.19 97.66 100 83.25

注 不詳は除いてある。
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(２) 年次・単産・複産別出生数と低体重児数

複産の割合は昭和55年より平成12年が0.76ポ

イント高かった。複産の低体重児割合は昭和55

年より平成12年が18.08ポイント高かった（な

お，単産の低体重児割合も昭和55年より平成12

年が2.80ポイント高かった）。また，複産の低体

重児割合は単産のそれより昭和55年では46.60ポ

イント，平成12年では61.88ポイント高かった（表

２）。年次別低体重児割合と複産割合の時系列デ

ータ相互の相関係数も正（r＝0.99，p＜0.001）

で，低体重児に複産の関与を示唆する結果であ

った。

一方，複産由来の低体重児が全出生の中に占

める割合は昭和55年が0.62％，平成12年が1.37

％だった。すなわち，複産の増加によって，低

体重児割合が0.75ポイント上昇していた。これ

らから低体重児割合の上昇に対する複産の寄与

率を計算すると，21.7％（0.75/3.46）となった。

(３) 年次・妊娠期間別出生数と低体重児数

妊娠期間別出生割合は，昭和55年では妊娠満

36～39週が50.22％，同40週以後が47.45％，平

成12年では妊娠満36～39週が59.49％，同

40週以後が37.71％であった。すなわち，

妊娠期間は短縮傾向にあった。低体重児

割合は，いずれの年も妊娠満40週以後で

最も低く，これより妊娠期間が短くなる

に従って高くなっていた。妊娠満32～35

週と同36～39週の低体重児割合は，昭和

55年より平成12年が高かった（表３）。年

次別低体重児割合と妊娠満37週以後の出

生割合の時系列データ相互の相関係数も

負（r＝-0.97，p＜0.001）で，低体重児

に妊娠期間の関与を示唆する結果であっ

た。

一方，昭和55年の妊娠期間別低体重児

割合と平成12年の妊娠期間別出生数の分

布から，昭和55年の妊娠期間調整低体重

児割合を計算すると5.87％になった。す

なわち，妊娠期間を調整することによっ

て，昭和55年の低体重児割合が5.18％か

ら5.87％に0.69ポイント上昇した。これ

らから低体重児割合の上昇に対する妊娠

期間の寄与率を計算すると，19.9％（0.69/

3.46）となった。

(４) 年次・出生順位別出生数と低体重

児数

出生順位別出生割合は，昭和55年では

第１子が41.9％，第２子以降が58.1％，

平成12年では第１子が48.8％，第２子以

降が51.2％だった。すなわち，第１子の

出生割合は昭和55年より平成12年が6.9ポ

表４ 年次・出生順位別出生数と低体重児数

昭和55年 平成12年

出生数 低体重児数 割合(％) 出生数 低体重児数 割合(％)

総 数 1576889 81640 5.18 1190547 102888 8.64
(100) (100)

第 １ 子 660681 38241 5.79 580932 53076 9.14
(41.9) (48.8)

第 ２ 子 639491 28514 4.46 433935 34444 7.94
(40.6) (36.4)

第３子以降 276717 14904 5.47 175680 15368 8.75
(17.3) (14.8)

注 表３と同じ。

表３ 年次・妊娠期間別出生数と低体重児数

昭和55年 平成12年

出生数 低体重児数 割合(％) 出生数 低体重児数 割合(％)

総 数 1576889 81659 5.18 1190547 102888 8.64
(100) (100)

23週以前 139 137 98.56 313 312 99.68
(0.01) (0.03)

24～27週 1818 1792 98.57 2227 2220 99.69
(0.12) (0.19)

28～31週 5980 5635 94.23 5837 5201 89.10
(0.38) (0.49)

32～35週 28418 18678 65.69 24435 19722 80.71
(1.80) (2.05)

36～39週 791837 42582 5.38 708282 67074 9.47
(50.22) (59.49)

40週以後 748270 12788 1.71 448945 8285 1.85
(47.45) (37.71)

不 詳 427 47 11.01 508 74 14.57

注 ( )内は％を示す。

表２ 年次・単産・複産別出生数と低体重児数

昭和55年 平成12年

総数 単産 複産 総数 単産 複産

出 生 数 15768891557694 19195 11905471166926 23621
(1.22) (1.98)

低体重児数 81659 71830 9829 102888 86522 16366
割合(％) 5.18 4.61 51.21 8.64 7.41 69.29

注 ( )内は出生数に対する割合を示す。
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イント高く，母の平均出生数が減少して

いた。出生順位別低体重児割合は，昭和

55年では第１子が5.79％，第２子が4.46

％，第３子以降が5.47％，平成12年では

第１子が9.14％，第２子が7.94％，第３

子以降が8.75％で，いずれの年も第２子

の割合が最も低く，第１子が最も高かっ

た（表４）。年次別低体重児割合と第１子

出生割合の時系列データ相互の相関係数

も正（r＝0.96，p＜0.001）で，低体重児に

出生順位の関与を示唆する結果であった。

一方，昭和55年の出生順位別低体重児

割合と平成12年の出生順位別出生数の分

布から，昭和55年の出生順位調整低体重

児割合を計算すると5.26％になった。す

なわち，出生順位を調整することによっ

て昭和55年の低体重児割合が5.18％から

5.26％に0.08ポイント上昇した。これか

ら低体重児割合の上昇に対する出生順位

の寄与率を計算すると，2.3％（0.08/3.46）

となった。

(５) 年次・母の年齢別出生数と低体重

児数

母の年齢別出生割合は，昭和55年の25～29歳

が51.4％，平成12年のそれが39.5％で，昭和55

年より平成12年が11.9ポイント低く，母の出生

年齢は高齢化していた。母の年齢別低体重児割

合は，昭和55年の25～29歳が4.77％，平成12年

のそれが8.30％で，いずれの年もこの年齢から

の乖離が大きくなるに従って低体重児割合が大

きくなっていた（表５）。年次別低体重児割合と

母の年齢の時系列データ相互の相関係数も正

（r＝0.95，p＜0.001）で，低体重児に母の年齢

の関与を示唆する結果であった。

一方，昭和55年の母の年齢別低体重児割合と

平成12年の母の年齢別出生数の分布から，昭和

55年の母の年齢調整低体重児割合を計算すると

5.42％になった。すなわち，母の年齢を調整す

ると昭和55年の低体重児割合が5.18％から5.42

％に0.24ポイント上昇した。これから低体重児

割合の上昇に対する母の年齢の寄与率を計算す

ると，6.9％（0.24/3.46）となった。

(６) 年次･嫡出･非嫡出別出生数と低体重児数

非嫡出の出生割合は，昭和55年が0.80％，平

成12年が1.63％で，昭和55年より平成12年が0.83

ポイント高かった。非嫡出の低体重児割合は，

昭和55年が11.34％，平成12年が12.66％で，昭

和55年より平成12年が1.32ポイント高かった（な

お，嫡出の低体重児割合は，昭和55年が5.13％，

平成12年が8.58％で，昭和55年より平成12年が

3.45ポイント高かった）。すなわち，非嫡出の低

体重児割合が嫡出のそれより昭和55年では6.21

ポイント，平成12年では4.08ポイント高かった

（表６）。年次別低体重児割合と非嫡出割合の時

系列データ相互の相関係数も正（r＝0.96，p＜

0.001）で，低体重児に非嫡出の関与を示唆する

結果であった。

一方，非嫡出の低体重児が全出生数に占める

表５ 年次・母の年齢別出生数と低体重児数

昭和55年 平成12年

出生数 低体重児数 割合(％) 出生数 低体重児数 割合(％)

総 数 1576889 81659 5.18 1190547 102888 8.64
(100) (100)

19歳以下 14590 1266 8.68 19772 1890 9.56
(0.9) (1.7)

20～24歳 296854 16911 5.70 161361 13677 8.48
(18.8) (13.6)

25～29歳 810204 38664 4.77 470833 39085 8.30
(51.4) (39.5)

30～34歳 388935 19443 5.00 396901 33821 8.52
(24.7) (33.3)

35～39歳 59127 4558 7.71 126409 12493 9.88
(3.7) (10.6)

40～44歳 6911 769 11.13 14848 1863 12.55
(0.4) (1.2)

45歳以上 258 44 17.05 402 59 14.68
(0.0) (0.0)

不 詳 10 4 40 21 － －

注 ( )内は％を示す。

表６ 年次・嫡出・非嫡出別出生数と低体重児数

昭和55年 平成12年

出生数 低体重児数 割合(％) 出生数 低体重児数 割合(％)

総 数 1576889 81659 5.18 1190547 102888 8.64
(100) (100)

嫡 出 1564341 80236 5.13 1171111 100428 8.58
(99.20) (98.37)

非 嫡 出 12548 1423 11.34 19436 2460 12.66
(0.80) (1.63)

注 表５と同じ。
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割合は，昭和55年が0.09％，平成12年が0.21％

だった。すなわち，非嫡出の増加によって，低

体重児割合が0.12ポイント上昇していた。これ

から低体重児割合の上昇に対する非嫡出の寄与

率を計算すると，3.5％（0.12/3.46）となった。

考 察

出生時体重あるいは低体重児に関係する要因

として，華表 ，竹村ら は性，単産・複産，出

産回数，在胎期間，母親の体格，母親の年齢，

健康状態，妊娠中の栄養状態，健康管理状況を，

西村ら は母親の身長，配偶者の年齢，就労，出

生前の性生活，飼育動物，喫煙，飲酒，低体重

出生の既往歴を，小松ら は職業，嫡出・非嫡出

を，上田ら は社会経済状態などを報告してい

る。したがって，これらが最近の低体重児割合

の上昇に関与している可能性がある。しかし，

性，身長，体重，体格，栄養状態などのように

変化の少ない もの，健康状態，健康管理状況，

社会経済状態などのように改善されている もの

が最近の上昇に関与しているとは考えにくい。

そこで，中村 は東京都の低体重児割合の上

昇と初産・経産，母親の年齢，妊娠期間，医療・

保健などの関係を調べ，上昇に初産・経産，母

親の年齢は関係なく，妊娠期間と医療・保健が

関係しているとしている。また，小松ら もわが

国の低体重児の動向を妊娠期間，母親の年齢の

面から分析し，これらの関与は少なく，一般的

な女性の出産に変化が起きているとしている。

しかし，その変化が何であるかは明らかでない。

一方，わが国では乳児死亡率，周産期死亡率，

自然死産率などが下降傾向にある ことから，上

田ら の報告のように，母子環境は年次的に改善

していると考えられる。そこで，低体重児割合

の上昇の原因はむしろ良い環境，たとえば，そ

の結果としての死産の減少にある可能性もある。

また，最近の母子の変化，すなわち妊娠期間の

短期化 ，複産の増加 ，結婚年齢の上昇によ

る高年齢出産 ，出産回数の減少 ，非嫡出の増

加 などが低出生体重児の増加に関与している

可能性もある。そこで，最近の低体重児割合と

これらの関係を時系列データ相互の相関，変化

および寄与率で調べた。

低体重児割合と死産率の推移は逆向きであり，

最近の低体重児割合の上昇に死産の減少が関与

していることが推定された。また，その寄与率

は43.2％で，低体重児割合の上昇の原因の約４

割が死産の減少で説明された。このように低体

重児割合の上昇に死産が関連しているとの報告

はみられないが，死産の減少は自然死産の減少

が主で ，死産の９割以上は低体重胎児 なの

で，死産率が低下すれば生きて生まれる割合と

出生児中の低体重児割合が高くなることは考え

られる。ただし，死産に至った時期に同じ体重

で生まれているとは限らないので，実際の寄与

率はこれより小さい可能性はある。

複産では，華表 ，小松 ，竹村ら の報告のよ

うに単産より低体重児割合が高く，かつ複産割

合は上昇傾向にあり，最近の低体重児割合の上

昇に複産の増加が関与していることが推定され

た。また，その寄与率は21.7％で，わが国の最

近の低体重児割合の上昇の原因の約２割が複産

の増加で説明された。このような関与が死産を

介してのものである可能性もあるが，死産では

単産の方が複産より減少割合が大きかったこと

から，その可能性は低いと考えられる。複産が

最近増加している原因として青木ら は生殖医学

の発展を，横山ら は不妊治療を挙げているの

で，今後はこの面も注目する必要があろう。た

だし，上昇の原因の約８割は他にあり，単産で

も低体重児割合が上昇していたことから予想さ

れたように，他の影響が大きいと考えられる。

妊娠期間では，西村ら ，中村ら の報告のよ

うに40週以後で低体重児割合が最も低く，かつ

40週以後の出生割合は低下傾向にあり，最近の

低体重児割合の上昇に妊娠期間短縮の関与が推

定された。また，その寄与率は19.9％で，わが

国の最近の低体重児割合の上昇の原因の約２割

が妊娠期間の短縮で説明された。中村 も東京都

の低体重児割合の上昇に妊娠期間の短縮の関与

を認めている。妊娠期間が短ければ胎児の発達

が不十分になるので，低体重児が増えることは

当然考えられる。妊娠期間の短縮の原因につい
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て中村 は「過期産児や巨大児の出生を予防しよ

うとする考え」が反映されているとしている。

しかし，上昇の原因の約８割は他にあり，小松

ら の報告のように正期産でも低体重児割合が上

昇していたことから予想されたように，他の影

響が大きいと考えられる。

出生順位では，華表 ，小松ら ，竹村ら の報

告のように第２子で低体重児割合が最も低く，

かつ第２子の出生割合は低下傾向にあり，最近

の低体重児割合の上昇に第１子出生割合の上昇

が関与していることが推定されたが，その寄与

率は2.3％と小さかった。このことは，最近の低

体重児割合の上昇に出生順位以外の影響が大き

いことを示している。このような結果は，第２

子でも低体重児割合が上昇していたことからあ

る程度は予想されたことであり，中村 の報告と

も一致している。

母の年齢では，西村ら ，小松ら ，竹村ら の

報告のように25～29歳で低体重児割合が最も低

く，かつ25～29歳の出生割合は低下傾向にあり，

最近の低体重児割合の上昇に母の年齢の上昇が

関与していることが推定されたが，その寄与率

は6.9％と小さかった。このことは，最近の低体

重児割合の上昇に母の年齢以外の影響が大きい

ことを示している。このような結果は，母の平

均年齢が1.5年しか上昇していなかった こと，

25～29歳でも低体重児割合が上昇していたこと

などからも予想されたことで，小松ら ，中村ら

が推移の調査結果から適年母からの出生が多い

としている点とも一致している。

非嫡出では，小松ら の報告のように嫡出より

低体重児割合が高く，かつ非嫡出の割合は上昇

傾向にあり，最近の低体重児割合の上昇に非嫡

出の増加が関与していることが推定されたが，

その寄与率は3.5％と小さかった。このことは，

最近の低体重児割合の上昇には非嫡出以外の影

響が大きいことを示している。このような結果

には非嫡出の割合の上昇が0.83ポイントと小さ

かった こと，および低体重児割合の上昇率が

非嫡出より嫡出で大きかったことが影響してい

よう。

以上のように最近の低体重児割合の上昇に死

産が43.2％，複産が21.7％，妊娠期間が19.9％

寄与していることが考えられたが，これらはお

互いに関係がある可能性もあるので，最近の低

体重児割合の上昇の原因を，これら３項目を合

計した84.8％で説明できるとは限らない。
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